
資金繰り

水産庁・水産金融総合
対策事業により
①実質無担保・無保証
人化

②実質無利子化
期間：当初５年間

③保証料免除
期間：当初５年間

新型コロナウイルスの影響を受ける漁業者への主な支援
（その１）

相談窓口

減収補填

○新型コロナウイルスに関する漁業経営相談窓口：各種支援施策等の案内、県が派遣する専門家による無料経営相談
仙台地方振興事務所 水産漁港部 水産振興班 ０２２－３６５－０１９２
東部地方振興事務所 水産漁港部 水産振興班 ０２２５－９５－７９１４
気仙沼地方振興事務所 水産漁港部 水産振興班 ０２２６－２２－６８５２
宮城県水産業振興課 企画推進班 ０２２－２１１－２９３５

○過去の基準収入から一定以上の減少が生じた場合に補填が受けられる「積立ぷらす」について

・過去の収入と比べて、令和２年１月以降に収入が20％以上減少した月が１月でもある漁業者は、自己積立金の仮払いが受けられます。
・自己積立金の積み立てが猶予されます。

【問合せ先：宮城県漁業共済組合 ０２２－３６７－７７０５】

○漁業近代化資金（宮城県漁業協同組合）
資金使途：運転資金

（５号資金、一部設備資金が対象となる場合があります。）
貸付期間：５年以内

（うち据置期間２年以内（ほたてがい等については３年以内））
貸付限度額：法人3億6,000万円、個人9,000万円
金利：0.20％
【問合せ先：宮城県漁業協同組合信用共済部融資審査課

０２２５－２１－５７１５】

※ 宮城県水産業振興課作成（０２２－２１１－２９３５）
記載内容は令和４年１月２５日時点の情報です。
各施策の詳細については連絡先にお問い合わせください。

支援金

○農林漁業セーフティネット資金（日本政策金融公庫）
資金使途：運転資金
貸付期間：10年以内（うち据置期間３年以内）
貸付限度額：1,200万円

（簿記記帳を行っており特に必要と認められる場合は
年間経営経費等の12/12以内）

金利：0.16％
【問合せ先：日本政策金融公庫仙台支店（農林水産事業）

０２２－２２１－２３３１】

○ＪＦマリンバンクコロナ対策長期資金（宮城県漁業協同組合）
対象者：県内漁協の組合員
資金使途：漁業経営の維持や再建に必要となる資金
貸付期間：10年以内（うち据置期間３年以内）
貸付限度額：所要額以内
金利：県等の利子補給により0.3％（令和７年度まで）

【問合せ先：宮城県漁業協同組合
信用共済部融資審査課 ０２２５－２１－５７１５
塩釜金融センター ０２２－３６１－９２１０
石巻金融センター ０２２５－２４－１１４５
気仙沼金融センター ０２２６－２６－４７２０】

〇事業復活支援金
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、２０２１年１１月～２０２２年３月のいずれかの月の売上高が２０１８年１１月～２０２１年３月の

間の任意の同じ月の売上高と比較して、50％以上又は30％以上50％未満減少した事業者を対象に、事業復活支援金が支給されます。

支給額：法人最大250万円、個人事業者最大50万円

【問合せ先：事業復活支援金事務局 ０１２０－７８９－１４０ ０３－６８３４－７５９３（IP電話等）】



新型コロナウイルスの影響を受ける漁業者への主な支援
（その２）

雇用
①雇用調整助成金
・事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、休業などにより労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部が助成されます。
（助成率：中小企業の場合最大10/10）

【問合せ先：最寄りの都道府県労働局又はハローワーク】

②小学校休業等対応助成金
・令和３年８月１日から令和４年３月３１日までの間に臨時休業等をした小学校等に通う子どものお世話を行う労働者に対し，有給休暇を取得させた事業主に助成
金が支給されます。
助成額：対象労働者の日額換算賃金金額（日額上限額あり）×有給休暇の日数で算出した合計額

【問合せ先：小学校休業等対応助成金・支援金コールセンター ０１２０ｰ６０ｰ３９９９】

➂両立支援等助成金 介護離職防止支援コース 「新型コロナウイルス感染症対応特例」
・新型コロナウイルス感染症への対策として，介護のための有給の休暇制度を整備した事業主に助成金が支給されます。
助成額：休暇取得日数により20万円又は35万円

【問合せ先：最寄りの都道府県労働局雇用環境均等部（室）】

④新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金
・事業主の指示を受け休業したが、休業手当等を受けることができない中小企業主の労働者に対して、当該労働者の申請により、休業前賃金の一部が実績
に応じて給付されます。（上限11,000円／日）

【問合せ先：厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金コールセンター ０１２０－２２１－２７６】

⑤水産業労働力確保緊急支援事業・みやぎ水産業労働力確保緊急支援事業
・入国できなくなった外国人技能実習生等に代えて、地域の作業経験者等を雇用する場合に、掛かり増し賃金等が定額（上限500円/時）助成されます。
・日本人従業員が感染し、代わりに地元の作業経験者等を雇用する場合にも、賃金等が定額（上限500円/時）助成されます。
・遠洋漁船において外国人船員の確保が困難な場合に、現在雇用している外国人船員の継続雇用等に要する掛かり増し経費の１／２が助成されます。
・国事業でフォローできない求人情報発信・マッチングを支援します。
【問合せ先：（漁業者向け） 水産庁企画課 ０３－６７４４－２３４０

（外国人船員向け） 水産庁国際課 ０３－６７４４－２３６４
（求人情報発信・マッチング） 水産業振興課企画推進班 ０２２－２１１－２９３５】

※ 宮城県水産業振興課作成（０２２－２１１－２９３５）
記載内容は令和４年１月２５日時点の情報です。
各施策の詳細については連絡先にお問い合わせください。


